
本日はお集まりいただき、ありがとうございます。 
この4月より、CFOに就任いたしました、北村でございます。宜しくお願いいたします。 
  

最初に、このたびの「熊本地震」で被災された方々に心よりお見舞いを申し上げるとともに、
被災地の早期の復旧をお祈り申し上げます。 
  
  
それでは、お手元の資料にそって、2016年3月期の決算についてご説明いたします。 
  

2ページをご覧ください。 
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まず、通期の決算ハイライトですが、 

 8月以降の中国経済の減速や原油価格の下落、主要各国の金融政策の影響に対

する不透明感などを背景に顧客フローが減少し、特に下半期は、難しい市場環境が

続きました。営業部門では、株価の急落や、その後の荒い値動きを受けて、お客様

の投資マインドが冷え込み、株式や投信の売買が前年比で減少しました。また、

ホールセール部門では、クレジットや証券化商品といったスプレッド・プロダクトを中

心に、流動性が低下し、トレーディング環境が悪化しました。 

 その結果、3セグメントの税前利益は1,797億円、アセット・マネジメント部門は増益

でしたが、全体としては前年比35%の減益となりました。 

  

 また、3セグメント以外で、有価証券の評価損・432億円や、係争案件の和解に伴う

費用・約350億円が、利益を押し下げ、全社の税前利益は1,652億円、前年比52%

の減益となりました。 

  

 当期純利益は1,316億円、税金費用を減少させる一過性の要因があったため、前

年比で41%の減益となっています。 

  

 株主還元についてですが、3月末を基準日とする配当金は、1株あたり3円とさせて

頂きます。年間では1株あたり13円、配当性向は35.6%となります。 

  

 また本日、ストック・オプションの行使に伴って交付する株式への充当、および、資

本効率の向上や柔軟な資本政策を可能とするため、自己株式の取得を決議してお

ります。取得株数の上限を3,500万株、取得総額200億円を上限とします。  
 
3ページをご覧ください。 
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続いて第4四半期ですが、 

 年初からの株価急落や、大幅な円高の進行、流動性の低下などで、顧客アクティビ

ティが減少しました。コストを抑制したものの、収益の減少を補えず、3セグメント合

計では、49億円の税前損失となりました。 

 足もとの環境が当面つづく可能性に備えて、先日発表いたしましたように、欧州と米

州で、一部ビジネスの見直しを決定しております。この影響で、第4四半期に、退職

関連費用、160億円弱を計上しています。 

  

 全社ベースでは、税前損失123億円、当期純損失192億円となりました。 

  

  

各ビジネスの状況について、営業部門からご説明します。 

6ページをご覧下さい。 
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 まず通期です。 

 収益は4,356億円、上半期は好調な滑り出しでしたが、8月以降のマーケットの悪化を受

けて、株式や投信などの売買が減速し、前年比9%の減収となりました。このような中でも、

取り組みを進めているストック収入をしっかり積み上げることができ、前年比で2割ほど、

増加しています。 

 税前利益は1,276億円、前年比21%の減益となりました。 

  

 第4四半期の収益は850億円、前期比18%の減収 

 税前利益は122億円、前期比56%の減益でした。 

 年初から日経平均株価が6日続落し、その後も荒い値動きが続くなど、お客様の投資マイ

ンドは急激に冷え込みました。日銀のマイナス金利政策もあって、債券販売は堅調でした

が、その他のプロダクトは、総じて低調でした。 
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7ページの左上にありますように、第4四半期を年換算したストック収入は719億円。市場要因

で、前期から減少しましたが、業績に応じてコストを抑制した結果、ストック収入のコストカ

バー率は、前期とほぼ同じ水準を維持しています。 

左下にありますように、投資一任残高は、純増を伴って2.2兆円に近い水準まで、拡大しまし

た。また、右下の個人向け国債販売額は、2,348億円と前期から急伸しています。金利環境

に合わせた商品提案を行った結果、しっかりと資金導入にも繋がりました。 

  

次に、アセット・マネジメント部門です。8ページをご覧ください。 
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 まず通期ですが、ETFや投資一任向け商品、私募投信への資金流入が続き、運用

資産残高が増加、収益は954億円と過去最高を更新しました。税前利益は367億円、

これは2007年以来の高水準です。 

  

 第4四半期の収益は203億円、市場要因による運用資産残高の減少や、配当収入

の剥落で、前期比で20%の減収でした。税前利益は58億円、前期比46%の減益で

す。 

  

9ページをご覧ください。 
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 左下にありますように、投信ビジネスでは、4,270億円の資金流出となっていますが、

うち薄いピンクの部分ですけれども、MRFなどが約6,000億円の流出で、赤い部分

のコア投信は約1,700億円の流入となっています。また、ETFに対する投資家のニー

ズは強く、8,000億円以上の資金が流入しました。 

  

 また、右下にありますように、ハイ・イールド債の運用を行っているNCRAMでは、中

長期での高いパフォーマンスが評価され、投資顧問ビジネスが順調に拡大していま

す。UCITS(ユーセッツ)経由の資金流入も増え、残高はこの1年間で28%増加しまし

た 

 

 10ページをご覧ください。ホールセール部門の概要です。 

 



10 

 通期の収益は7,203億円、前年比9%の減収 

 エクイティとインベストメント・バンキングは増収でしたが、フィクスト・インカムは、クレジット、

証券化商品といったスプレッド・プロダクトが苦戦しました。 

 税前利益は154億円、前年比81%の減益となっております。 

  

 第4四半期の収益は1,362億円、前期比で27%の減収となりました。債券市場の混乱や顧客

アクティビティの低下を受けて、フィクスト・インカムの収益が大幅に減少したためです。エクイ

ティや、インベストメント・バンキングは健闘しました。 

 業績に応じた賞与調整、いわゆるPay for performanceの徹底や、取引手数料の低下で、費

用は大きく下がっていますが、収益の減少を完全に吸収することはできず、228億円の税前

損失となりました。 

 尚、冒頭申し上げた、160億円弱の退職関連費用は、その大部分がホールセール部門に含

まれています。 

  

それでは、ビジネスライン毎の状況をご説明します。 

11ページをご覧下さい。 
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 まずグローバル・マーケッツですが、収益は1,083億円、前期比31%の減収でした。 

  

 このうち、フィクスト・インカムの収益は276億円、前期比66%の減収 

 先ほど申し上げた、スプレッド・プロダクトの不振や、金利プロダクトが減速し、大幅

な減収となりました。 

 右のヒートマップにありますように、地域によってプロダクトの強弱はあるものの、い

ずれの地域も下方向の矢印となりました。 

  

 エクイティの収益は807億円、前期比5%の増収 

 右側にありますように、欧州、アジアは、顧客アクティビティの低下を受けて、下方向

の矢印となりましたが、米州はキャッシュ・エクイティがしっかり、また、Chi-X株式の

売却益が貢献し、上向きの矢印。日本も市場のボラティリティが高まるなかで健闘し

ました。 

 

続いてインベストメント・バンキングです。12ページをご覧ください。 
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 左上の図にありますように、第4四半期の収益合計は279億円と、前期比3%の減収

となりました。これは、前期に計上した三井生命株式の売却益が、この四半期はなく

なったためで、濃い青の部分のコア・ビジネスは増収です。 

  

 グロス収益は470億円、前期比37%の増収 

 日本では、大型のM&AやECM案件を複数手がける一方、ソリューション・ビジネスか

らの収益も拡大し、前期比、前年同期比ともに増収となりました。 

 海外も、前期比では増収でした 

  

 通期についても、若干、コメントさせて頂くと、 

 右側にありますように、フィープールが1割以上も減少するなかで、当社のグロス収

益は前年と同じ水準を維持できています。特に、日本の収益は過去5年間で最高、

プロダクト別ではM&AやECM、ソリューションでご覧いただいているような案件を多

数獲得し、収益が拡大しました。 

  

次にコストです。13ページをご覧ください。 
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 通期の全社コストは1兆2,305億円と、前年比で2%減少しました。特に人件費が4%

減っていますが、これは、Pay for performanceの徹底や、海外を中心としたコスト削

減の結果です。 

  

 第4四半期のコストは2,925億円、前期比4%の減少 

 人件費は、先ほど申し上げた、退職関連費用160億円弱を含んでいますが、Pay for 

performanceを徹底し、前期比で11%減少しました 

 支払手数料は、取引量の低下を受けて減少 

 その他の費用は、連結子会社の費用が増加し、14%増えています 
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14ページは、バランスシート、自己資本規制比率などの状況です。 

  

左下のボックスにありますように、 

 バーゼル3ベースの連結Tier 1比率は16.1%、今年1月に発行した永久劣後債1,650

億円が、Tier 1資本にカウントされ、12月末の15.1%から1ポイント上昇しました。 

 普通株式等Tier 1比率は15.4%、ボラティリティの高い市場環境を受けて、リスク・ア

セットを抑制気味に運営した結果、12月に引き続き、高い水準となりました。 

  

以上、決算の状況についてご説明申し上げました。 
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 最後になりますが、4年前、当社は2016年3月期の経営目標として、EPS 50円を掲げ、

その達成に向けて様々な取り組みを行ってまいりました。 

 営業部門、アセット・マネジメント部門は、安定収益基盤として更なる強化を図ること、

ホールセール部門では、強みのある分野に選択と集中を図り、損益分岐点の引き下げ

を行ってきました。こうした取組みの結果、2014年3月期、2015年3月期と、2年連続で、

EPS 50円を前倒して、達成することができました。 

  

 冒頭、申し上げました通り、今期は、8月以降の世界的な株安や債券市場の混乱で、難

しい環境であったと思います。EPSは36円と、非常に残念な結果ではありましたが、今

までやってきた取組みは変わりません。今後も引き続き、どんな環境下でも持続的な成

長を実現できるよう、邁進してまいる所存です。 

  

 引き続き、ご支援のほどを宜しくお願い致します。 
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